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1 はじめに 

 大都市の鉄道路線は複雑に入り組んだ線状施設と

なっている。そのため、地震などの災害により一箇

所でも寸断されると、機能全体が停止することがあ

る。一方で、その路線の複雑さからこれまで地震が

路線網に与える被害リスクの定量化を行うことは非

常に重要であり、これまでも様々な着目点において

研究・解析がなされ、比較検討が行われている。 

 本研究は、地震時システム解析の一つとして、路

線網の組み合わせによるリスク値の定量評価を行い、

路線網における冗長性の考察を行う。システムリス

ク解析の流れを以下の図 1に示す。 

 

 

 

 

 

2 システムモデルの概要 

 多くの線状施設は、単純なモデルを組み合わせた

モデルとして考えることができ、かつ一方向での導

通性解析が重要である。このため、地震時システム

リスクを考察するために、図 2 に示すような、単純

な3つの基本モデルにて考察することが重要である。 

すなわち、以下の 3 段階で考えるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)基本直列モデル 

各構造物を一つの路線で繋いだシステムモデルで

ある。このモデルでは、いずれか一つの構造物が損

傷すると、そのモデル全体における路線としての機

能が停止してしまう。 

 

(b)直列・並列混合モデル 

前述の直列モデルに平行路線を追加して、機能を

強化させたシステムモデルである。いずれか片方の

路線において損傷が発生した場合でも、もう片方の

路線がその機能を補完するため機能全体に冗長性を

持たせることが可能となる。  

 

(c)ラダーモデル 

平行路線に両線をつなぐ接続路線を挿入したもの

である。このモデルでは中間に接続路線が入ること
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(a)直列モデル 

図 2 基本モデル 

(a)直並列混合モデル 

(c)ラダーモデル 

図 1 解析の流れ 
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で路線の損傷に応じた旅客の輸送経路を確保できる

ことが可能になるため、より冗長性を高められる。 

 

当然のことながら、基本直列モデル⇒直列・並列

混合モデル⇒ラダーモデルの順番にて、線状システ

ムが強化され、地震リスクは低減する。ここで大切

なことは、上記の順番にて費用も多く必要とするこ

とであり、リスクの低減（冗長性の増大）を定量的

に考えることが重要である。 

 

3 都市内鉄道への適用 

(1)対象路線 

 解析の対象路線として渋谷～横浜間を走行する鉄

道各線及び JR 南武線を選定した。それぞれの路線を

図 3 に示す。ここでは、渋谷駅を始点、横浜駅を終

点として考え、一方向での旅客輸送（機能維持）を

考えるものである。 

 渋谷～横浜間を結ぶメインルートとして、東急東

横線、JR 湘南新宿ライン及び山手線と東海道線(京

浜東北線を含む)を乗り継ぐ3路線が存在する。また、

東急東横線、湘南新宿ラインと東海道線を縦に結ぶ

経路として JR南武線が走行している。 

 

 

(2)解析条件 

 上記(1)の鉄道路線において、図 4 に示す 5 つのル

ートを設定し、解析パターンを 4 種類設定した。対

象路線のモデルを図 5 に、各ルートの概要を以下の

表 1 に、解析パターンを表 2 に示す。 

次に、地震時における被災対象として、盛土・橋

梁・軌道・電車線などのコンポーネント、およびコ

ンポーネントを構成するユニットを定義する。本解

析では、ユニットは最大で 148 箇所とした。コンポ

ーネントは合計 17 箇所とし、それぞれにおいて耐力

中央値及び機能停止日数を設定した。各コンポーネ

ントの耐力中央値及び機能停止日数を以下の表 3 及

び表 4 に示す。各コンポーネントの PGV 及び機能停

止日数は、吉川・高澤らの論文(2011)及び佐藤の論文

(2013)に用いられているものを一部引用した。 

また、各パターンにおける、ルートの利用者割合

を表 5に示す。利用者割合は各鉄道会社より発表さ

れている一日平均利用者数及び各駅の一日平均乗降

客数を元に算出した。 

 解析に用いる地震動は 1703,1923 関東地震(M8.0)

とし、同シナリオ地震における、ルート数の違いに

よるリスク値の変動を確認する。解析に用いるシナ

リオ地震及びリスク値の諸元を以下の表 6に示す。 

 なお、構造物の応答標準偏差を全ての構造物で

0.33、応答の標準偏差を 0.50 とし、応答は全て独立

とした。 

 

 

 

 
 

 

 

渋谷 大崎 品川

東横線
武蔵小杉

横須賀線
武蔵小杉

川崎

東急東横線
横浜 JR山手線・東海道線

JR南武線
JR湘南新宿ライン・横須賀線

※東横線武蔵小杉と横須賀線武蔵小杉は同駅扱い

大崎駅 品川駅 川崎駅

渋谷駅
横須賀線
武蔵小杉駅

横浜駅

東横線
武蔵小杉駅

ルート① 東急東横線(渋谷-東横線武蔵小杉-横浜)
ルート② JR山手・東海道線(渋谷-大崎-品川-川崎-横浜)

ルート③
東急東横線-JR南武線-東海道線
(渋谷-東横線武蔵小杉-川崎-横浜)

ルート④
湘南新宿ライン

(渋谷-大崎-横須賀線武蔵小杉-横浜)

ルート⑤
東急東横線-JR横須賀線

(渋谷-東横線武蔵小杉…横須賀線武蔵小杉-横浜)

図 3 路線図 

図 4 対象路線の概略 

表 1 5 ルートの概要 

図 5 対象路線のモデル 
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なお、コンポーネントの耐力中央値は地表面にお

ける最大速度(PGV)とし、解析の際は各ユニットに

おける地盤増幅率によりその値を除した工学的基盤

面の最大速度(PBV)を使用し、距離減衰式は安中式

(速度)を用いた。 

また、表層地盤増幅率は地震ハザードステーショ

ン「J-SHIS」にて用いられている、速度に対応した

値を参考に、構造物ごとに設定した。 

 なお解析にあたり、旅客の流動は渋谷→横浜の方

向のみとした。 

 

(3)解析結果 

 解析により得られた、各パターンにおける地震イ

ベントリスク曲線を以下の図 6に示す。また、年間

機能停止日数期待値を以下の表 7に示す。 

 

 

 

 

 

 次に、解析より得られた D 曲線を以下の図 7に示

す。D 曲線は復旧曲線のうち、停止日数ごとの復旧

率を示したものである。 

 

 

パターン№ 解析ルート
P1(直列) ルート①
P2(並列) ルート①・ルート②
P3(ラダーA) ルート①・ルート②・ルート③
P4(ラダーB) ルート①・ルート②・ルート③・ルート④・ルート⑤

平地 切土 盛土 高架橋 架道橋 橋梁 トンネル
分類 A B C D E F G
無被害 － 0 0 0 0 0 0
中破 － 79.69 26.56 37.19 37.19 58.44 95.62
大破 － － － 85.00 85.00 106.25 148.75
崩壊 － 106.25 63.75 106.25 106.25 159.37 191.24

地上・高架 駅構内 地下 地上 トンネル内 高架
分類 H I J 分類 L M N
無被害 0 0 0 無被害 0 0 0
大破 58.44 37.19 79.69 大破 37.19 79.69 58.44
崩壊 85.00 53.12 116.87 崩壊 53.12 116.87 85.00

その他
高架 地下 地上 踏切設備

分類 O P Q K
無被害 0 0 0 0
中破 37.19 95.62 21.25 －
大破 85.00 148.75 42.50 37.19
崩壊 106.25 191.24 53.12 53.12

停車場構造物

電車線 軌道

一般構造物

平地 切土 盛土 高架橋 架道橋 橋梁 トンネル
分類 A B C D E F G
無被害 － 0 0 0 0 0 0
中破 － 3 3 3 3 3 4
大破 － － － 30 30 30 35
崩壊 － 60 45 110 110 110 150

地上・高架 駅構内 地下 地上 トンネル内 高架
分類 H I J 分類 L M N
無被害 0 0 0 無被害 0 0 0
大破 10 10 10 大破 10 10 10
崩壊 30 30 30 崩壊 30 30 30

その他
高架 地下 地上 踏切設備

分類 O P Q K
無被害 0 0 0 0
中破 3 4 1 －
大破 30 35 7 10
崩壊 110 150 30 30

一般構造物

電車線 軌道

停車場構造物

P1 P2 P3 P4
ルート① 1.000 0.472 0.433 0.300
ルート② － 0.528 0.485 0.385
ルート③ － － 0.082 0.057
ルート④ － － － 0.178
ルート⑤ － － － 0.080

マグニチュード 8.0
年間発生確率 0.001

機能停止日数期待値 80.204
年超過確率 0.111

地震諸元

地震リスク諸元

1703,1923関東地震

パターン
年間

停止日数期待値[日]
475年再現期間

停止日数期待値[日]
P1 1.79 69.0
P2 1.28 53.2
P3 1.30 54.1
P4 1.27 52.5

表 3 各コンポーネントの PGV 

表 4 各コンポーネントの最大機能停止日数 

図 6 地震イベントリスク曲線 

表 5 各パターンにおける利用者比率 

図 7 復旧曲線(D 曲線) 

表 2 解析パターン 

表 6 シナリオ地震の諸元 

表 7 パターン毎の機能停止日数期待値 
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次に、施設の弱点を求める指標となるボトルネッ

ク指標を表 7に示す。代表として、P1 及び P4 のパ

ターンにおける上位10カ所のボトルネック指標を以

下の表 8 に示す。 

 

 

   

 

4 考察 

 渋谷～横浜間の鉄道路線に対し、地震時システム

リスク解析を適用した。解析により得られた結果に

対する考察を以下に記す。 

 

・地震リスク曲線より、複数路線が存在する P2、P3、

P4 は直列である P1 より機能停止日数が短縮され

ているが、この 3 パターン内ではわずかな差が見

られるものの、機能停止日数期待値に大きな差が

見られない。 

・年間機能停止日数及び 475 年再現期間機能停止日

数機能停止より、2 路線解析である P2 のパターン

は 3路線解析の P3より機能停止日数が小さくなっ

ている。この結果より、ラダーモデルが必ずしも

機能停止日数を短縮するモデルになるとは言えな

いことがわかる。 

・D 曲線より、迂回路線が存在する P2～P4 は P1 よ

りも同機能停止日数における復旧率が高い。 

・また、P2～P4 の復旧率には大きな差が見られない

が、設定路線が多い P4 は復旧率が一番高い。P2

と P3 を比較すると、45 日～110 日では P2 の復旧

率が高いが、それ以外では P3 の復旧率が高いこと

がわかる。 

・P3 では南武線が追加されたことにより、南武線の

構造物が復旧するまでの期間が反映されたことで

P2 よりも復旧率が下がる期間があると考えられる。 

・ボトルネック指標より、P1 の場合は上位に入って

いない横浜駅の構造物が P4 では上位を占めてい

ることがわかる。故に、1 路線のみの場合はボトル

ネックとならない箇所も、複数路線が乗り入れる

ことでボトルネックとなりうる場合がある。 

・P1 と P4 の指標値を見ると、P4 の上位 10 箇所の指

標値は全て P1 のおよそ半分となっている。このこ

とから、複数路線を設定することで機能が冗長性

を有し、リスク値を減少させることがわかる。 
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高架橋(大倉山～菊名)
高架橋被害

51.49

綱島駅 高架駅構造被害 50.62

高架橋(大倉山～菊名)A
高架橋被害

49.46

元住吉駅 高架駅構造被害 47.80

高架橋(武蔵小杉～元住吉)B
高架橋被害

47.56

高架橋(元住吉～日吉)A
高架橋被害

47.22

武蔵小杉駅 高架駅構造被害 46.97

高架橋(新丸子～武蔵小杉)
高架橋被害

46.80

新丸子駅 高架駅構造被害 46.64

多摩川駅 高架駅構造被害 43.99

P1

渋谷駅 地上駅構造被害 32.60

高架橋(大倉山～菊名)
高架橋被害

30.30

横浜駅 駅構内架線被害 26.03

横浜駅 地上軌道被害 26.03

横浜駅 地上駅構造被害 24.98

横浜駅 地下駅構造被害 22.16

武蔵小杉駅 高架駅構造被害 20.52

高架橋(新丸子～武蔵小杉)
高架橋被害

20.45

新丸子駅 高架駅構造被害 20.38

鶴見川橋梁(東海道線)
橋梁被害

20.23

P4

表 8 ボトルネック指標 

(a)P1 (b)P4 
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